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第 1 章 
「途上国の障害女性・障害児の貧困削減」にむけて 

 

森 壮也 

 

 

 

はじめに 

 

 本調査研究報告書は，2015-2016 年度にアジア経済研究所で実施している「途上国の障

害女性・障害児の貧困削減」研究会の中間報告である。同研究会で最初の一年目に実施し

た現地調査報告及び 1 年間の議論を反映させたものとなっているが，同研究会は今後，2

年目に更に研究を深めて行く予定である。このため，本書での議論は，その中間点での予

備的な報告である。 

 同研究会では，政府センサスに障害が項目として取り上げられるなど，以前と比して障

要約： 

 2015-2016 年度にアジア経済研究所で実施している「途上国の障害女性・障害児の貧困削

減」研究会の中間報告である本報告では，障害女性と障害児の問題に焦点を当てていく。

まずなぜ，開発研究の立場から，これらの問題に焦点を当てるのか，これまでの障害者生

計調査から得られた識見を貧困という観点から整理する。その上で，障害女性と障害児，

それぞれについて既存研究から，問題へのアプローチの際の観点や共有されてきている問

題などを概観する。特に，障害女性と障害児は，共に複合的差別を受ける存在であること

が基本的な理解となる。それが非障害女性，非障害児とは異なった，大きな格差を彼らに

もたらしている構造であると言える。これをどのように計量的に明らかにしていくかが，

今後の大きな課題であると言える。最後に全 6 章からなる本書で取り上げた障害について

の国際的な統計枠組み，フィリピン，インドネシア，インドにおける障害・障害児につい

ての概況と統計の状況などについて整理する。障害女性と障害児についての統計は，比較

的障害統計が手に入りやすい国であっても多くの問題があることが明らかとなった。しか

し，そうした中既存統計でどのようなことができそうかということも徐々に見えつつある。

またそれらを補うものとしての独自の調査をフィリピンで行うが，そのために焦点を当て

ていくべき課題も見えて来た。 

 

キーワード：障害，貧困削減，女性，子供，統計，複合的差別 
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害データが集まりやすくなった国々については，政府データを活用するという意味でも特

にその研究対象とした。このため，今回の対象国としては，東南アジアからフィリピンと

インドネシアの二国，南アジアからインド，バングラデシュの二国のみを取り上げること

にする。また国際的な障害統計の制度的な枠組みについても取り上げる。 

 また研究会での議論と最終成果では，各国の障害統計の分析の進展及び不足している統

計については，それを作成して現地の貧困削減政策に活用してもらうことができるように

なることを期待している。また政策面でもポスト MDGs に向けた日本の貧困削減政策への

国際貢献に障害者，特に障害女性，障害児といった障害者の中でも周縁部にいるとされる

人たちを包摂する際に参考になる資料となり，より排除の少ない開発，国際協力に研究を

通じて貢献することを目指したい。 

 このため，最初の導入となる本章では，まず開発途上国の障害女性と障害児の貧困につ

いて，利用可能な統計データを中心に，その相関関係の有無などについて分析する。これ

までの先行研究では，障害者の貧困や格差の問題が指摘されてきたが，統計的な分析に基

づいた分析は少なく，指摘されている問題を実際のデータで検証することで，研究の間隙

を埋めていく。特に貧困と障害の間に相関関係があることはこれまで言われてきているが，

家族や障害コミュニティが果たしている役割や，家族構成員の間での格差などにも注意し

て分析していく。これは、障害女性や障害児を取り巻く社会の役割を分析することを意味

し、「障害の社会モデル」の実証分析の一つと位置づけられる。 

 

第 1 節 障害女性 

 

 開発途上国の障害者の貧困状況の実態について，森（2008）で提起された障害統計の問

題に対し，森（2010），森・山形（2013），Mori, Reyes and Yamagata（2014）において，

実際の政府統計でできること，また政府統計がない場合にはモデル的にどのような統計を

作るべきなのかを実践的に研究し，また具体的な分析を行った。これらの作業を通じて浮

かび上がってきたのは，途上国障害女性の障害男性に対する貧困である。当然のことなが

ら，障害女性の問題については，一般的には，障害側からと女性（ジェンダー）側からと

二つのアプローチが可能であり，両方が協働的に取り組むことで解決されると考えるのが

普通である。しかしながら，森（2015）が明らかにしたように，フィリピンの事例では，

そうはならなかったことが見出されている。フィリピンでは，政府の障害者支援の枠組み

として，NCDA(全国障害者評議会)が障害問題に関するフィリピン政府内の調整機関とし

てフィリピン社会福祉・開発省の下に存在している。また一方で，ジェンダー対策につい

ても PCW(フィリピン女性委員会)が大統領府に設けられている。言ってみれば，それぞれ

の問題に対応する政府の制度が完備されていることになる。そして，フィリピンは同時に

ダボス会議で著名な世界経済フォーラムの 2016 年の男女格差指数の発表でも日本が 101
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位であるのに対し，7 位と日本を遙かに上回る男女格差の少なさを実現している１。しかし

ながら，そうした制度，またその結果としてのジェンダー格差の達成に成功している国で

も，障害女性と障害男性の間の格差は，他の諸国並みに大きく，悪い状況である。複数の

抑圧要因が単なる加法的な状況ではなく，むしろ乗法的に起きているとされる複合差別と

呼ばれる状況が起きていることが明らかであるが，こぅした障害女性の貧困状況は，実は，

フィリピンに限ったことではない。 

 またこれまで「開発と女性（Women in Development）」や「ジェンダーと開発（Gender and 

Development）」で，女性の開発における役割や概念の検討等がされてきたが，それらでは，

残念ながら，障害女性の問題については，ほとんど触れられなかったと言って良い。ジェ

ンダーと開発をアカデミックな形で取り上げた嚆矢とされる著名なボズラップ（Boserup 

1970）においても，女性による農耕の問題が主テーマであり，農業における女性の貢献の

重要性を問うたものである。男性が技術や教育へのアクセシビリティを独占することは，

女性の生産性を引き下げることにつながり，女性の周縁的な状況をもたらすというのがそ

の議論の骨子である。となると，どうだろうか，この女性が置かれている状況は，障害女

性については，男性/女性という位置関係がそのまま，非障害者/障害者に置き換えた形で

作用することになる。すなわち，障害女性は，女性の中のそのまた「女性」ということに

なる。こうした存在について，ボズラップは残念ながらその想像力を拡げることはできな

かった。 

ボズラップの論に対しては，マルクス主義の側から，女性のアンペイド・ワークという視

点が不足しており，資本主義自体が女性を周縁化させているという視点が欠如していると

いう批判が行われた（Beneria and Sen 1981)のような）。その後，センは，開発研究の中で

も広まることになるケイパビリティ・アプローチを発展させていく中で，個人の厚生の最

大化だけでは満たされないインドの女性の家族を第一とする価値観などにも触れながら，

ジェンダーの問題や性別を意識した観察と厚生の拡大とを分離して考えることの問題点を

指摘した（Sen 1990）。個人ではなく家族を基盤とした社会でも普遍性を持つ厚生のあり

方を突き詰めることで生まれたのが，Functionings（機能）と Capabilities(潜在能力)の二つ

の概念である。前者は人々が価値を置き，実施していることであり，後者はそれを行う能

力のことである。センは，この他，家計内のジェンダー分業と資源のジェンダー配分にお

いて，協力とあつれきとが同時に起きていることも指摘した。すなわち家庭内で女性の交

渉力は彼女たちが家庭外で稼得してくる賃金や彼女たちの生産活動への関与によって拡大

はするものの，それだけでは女性の行動は説明することができず，社会的な諸規則や因習

によって，女性の家庭内での行動が制約を受けていることに注目すべきだということであ

る。こうした社会的制約や因習への注目は，女性障害者が受けている状況にもつながるも

のがある。たとえば，結婚対象としての評価や主婦としての女性役割への期待は，まさに

こうした問題を反映した結果であり，障害男性と障害女性の間の婚姻率の違いや婚姻対象
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の違い，障害の違いと貧困状況との関連は，もっと突き詰められて検証されなければなら

ないこともセンの議論から我々が導き出せることである。 

 センの議論の「ジェンダーと開発」へのインパクトは大きく，ヌスバウムはセンのケイ

パビリティ・アプローチの哲学的な基礎付けを進めた（Nussbaum 2001）。彼らの研究によ

りケイパビリティ・アプローチは，人間開発研究の中心となり，開発に於ける福祉の指標

である国連の人間開発指標として具体化した。 

しかし，障害女性の問題は，これらの先駆的研究の中で焦点を当てられることは残念な

がらなかった。むしろ障害女性の問題は，「障害と開発（Disability and Development）」が

開発の問題として登場して後，長谷川（2009），金澤（2011, 2013），古田（2013）によっ

て具体的な問題として取り上げられるようになってきた課題である。女性一般の問題の中

でも十分に説明されず，障害と開発の中でも比較的後になって出て来た問題であると言え

る。 

 

第 2 節 障害児 

 

 次に障害児教育である。障害児教育といっても，ここでは教育学の立場からのものでは

なく，開発論の立場からの議論であるため，貧困との関係で障害と教育とがどのように影

響しているのかという議論がメインとなる。そうした研究としては Filmer(2008b）がある。

フィルマーは，米国国際援助庁が途上国で広く行っている人口保健調査(Demographic 

Health Survey, DHS)，UNICEF の第 2 回複数指標クラスター調査（MICS2），英国統計局の

総合家計調査（HIS），世界銀行の生活水準指標調査 （LSMS）から得られたデータを用

いて子供たちの学校への入学と就学状況を調査したものである。注目されているイッシュ

ーは，貧困，進学状況，都市と農村の差，孤児といったもので，これらがジェンダーと絡

めて分析されているが，その中で障害とジェンダーについても分析が行われている。障害

児の学校へのアクセスの拡大のための介入の効果について実証的な研究がほとんどないこ

とに鑑み，上記のデータのうち，DHS, MICS2，HIS から 12 の途上国と以降経済国一カ国

が選ばれて分析されている。フィルマーが指摘している障害児統計に関する問題のひとつ

は，各国での障害の定義の違いである。カンボジアのような地雷による切断者の多いとこ

ろでは切断者を片足か，両足か，マヒかなどと詳しく分けて聞いているが，ジャマイカの

ようなところでは，切断者についてのこうした細かい質問はされていない。知的・身体障

害を持つ人が家庭内にいるかどうかしか聞いていない。モンゴルのように盲やろうという

表現を使っておらず，視覚や聴覚に困難があるかどうかという聞き方をしている国もある

という。各国での障害に関する質問の違いは障害児に限ったことではなく，森（2010）で

議論しているように障害統計全般に関わる課題である。そうした制約はあるものの，複数

の統計の比較から，フィルマーは，そうした定義の違いは，そう大きな障害比率の違いと
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いう結果をもたらすことはないとしている。そうではなく，むしろ，調査員のトレーニン

グ状況や調査の用いられ方について被調査者が期待している内容の方が，調査結果として

得られる障害比率に影響していると結論づけている。またこれらの統計では，障害者成人

については貧困状況にいる傾向が典型的であったが，障害児についてはその出身家庭が貧

困家庭であるか，富裕家庭であるかについて，ほとんど実証的に意味のある結果が得られ

なかったとしている。これは，障害者成人では，学校教育の達成状況が低いことが彼らの

貧困状況につながっているケースが多いが，子どもの場合には，そうした因果関係は成人

ほど確定していないためだと言えよう。 

そうした子供たちの状況について図 1 で，学校教育達成度の指標の概観について見ると，

黒塗りの部分の棒グラフで示されている障害要因は，ジェンダー，都市/農村の別，出身家

庭の経済状況といった要因と比べて就学欠損に与える影響が大きいとことが分かる。フィ

ルマーはこのことから，子供たちについて，障害は長期的な貧困をもたらす可能性がある

とした。つまり，障害児は人的資本を十分に獲得できないために，高所得を得られる可能

性が低くなるとしている。多くの国々では，小学校一年時からすでに障害の有無によるこ

うしたギャップが存在することを考えると，学習達成度を挙げるためには障害児のより早

期の学校への就学努力が必要だということが示唆される。障害による損失はこれらの国々

で学年を経るにつれて拡大しているため，障害児の学習欠損問題の解決は学校に入る時点

から早急に対処される必要があるということになる。 

 Lockheed(2008)は，途上国における少女の教育からの排除をメインに論じた論文であ

るが，その中で，少女であると同時にその他の要因も併せ持つ，つまり複合的差別に直面

している少女たちの状況の数字を掲げている（Lockheed 2008:118）。それによれば，ナイ

ジェリアのハウサ語を話す少女達は，ヨルバ語を話す少女たちと比べて 35%就学率が低く

（UIS 2005），インドでは，7-14 歳の少女達で指定カーストないし指定部族に属する少女

の 37%が，それ以外の少女だと 26%が通っていないのに比すると高い比率で学校に通って

おらず（Office of the Registrar General and Census Commissioner 2001），同じ年齢の同様の少

年達の就学率の 60%（Wu and others  2007）とずっと低い比率でしかない。スリランカで

も 9-11 歳のマイノリティのタミール族の少女たちは，マジョリティのシンハラ族の少年達

よりも就学率が 10%低いという（Arunatilake 2006）。ラオスでは，高地部族（Hill Tribe）

の農村部に住む少女達は，タイ族の都市部に住む少女たちが丸 8 年学校に行くのに比べる

と 2 年は短い期間しか学校に通えていない（King and van der Walle 2007）。パキスタンで

は，パシュトゥーン族・バローチ族の農村部に住む少女達のうちで小学校を終えた子供は，

同じような条件下の少年達の 40%で，パンジャーブ地方の都市部の少女達だと 55%，同じ

都市部の少年達だと 65%もあるというのに，わずか 10%に過ぎない（Lloyd, Mete, and Grant 

2007）。グァテマラでは，先住民でスペイン語を話さない少女達のうち，小学校を卒業で

きる子供は，同じような先住民の少年達が 45%，スペイン語を話す少女達が 62%なのに対
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し，わずか 26%である（Hallman andPeracca 2007）。スロヴァキア共和国の例だと，マイ

ノリティの少女達で中学校に通えるのは，非マイノリティの少女たちだと54%なのに対し，

わずか 9%に過ぎない（Lewis and Lockheed 2006）。これらの数字を見てみてみると，少女

図 1 

 
出所：Filmer(2008a, 158) 

でマイノリティという複合的差別条件の下にある子供たちの厳しい教育における状況が伺

える。Lockheed（2008）は，こうした状況下にある少女達がもし教育の機会を得られると，

そうではない子供たち以上の成果を挙げるケースも多いことをペルーやエクアドル，ラオ

スでの研究を紹介して示している（Lockheed 2008:119）。 

 こうした複合的差別という観点からは，Lamichane(2015)が障害児教育の収益率

が,19.3%kara25.6%と非障害児のケースの 10%台と比べると高い比率を示すことを示して

いる。このことからも（Lamichane 2015:129）障害児，中でも障害女児の場合には，上記の



森壮也編『途上国の障害女性・障害児の貧困削減』調査研究報告書 アジア経済研究所，2016 年 

1-7 
 

複合的差別に直面している少女たちと同じような傾向を示す可能性があると考えることが

できよう。 

 

おわりに 

 

MDGs で 8 つの目標の中から漏れていた障害は，国際的なコンセンサスを背景に 2016

年以降のポスト MDGs である持続可能な開発目標(SDGs)では，解決すべき最重要課題のひ

とつとして組み込まれることになったが，①Goal 4:教育，②Goal 8:成長と雇用，③Goal 10:

不平等，④Goal 11:都市と住居そして，⑤Goal 17:先進国の責任のそれぞれ下位目標として

の位置づけとなってしまっている。一方，各国の開発戦略の中に障害を包摂せしめる際に

は，各国の障害統計の整備が最重要課題となる。しかしながら，現実には，現在，ようや

く一部の国でセンサスの中に障害項目が入るようになってきた段階であり，障害統計が作

られるようになった国でも障害の発生率の統計を作る段階に留まっているものが多い。障

害者の貧困状況の分析はまだこれからの課題である。すでにこれまで行われてきた先駆的

な研究により，障害者の貧困を考える際には，障害児と障害女性の問題が大きいことが分

かってきている。これらは，障害児については，2012-2013 年度にアジア経済研究所で実

施された『開発途上国の障害者教育－教育法制と就学実態』２の研究会，障害女性につい

ては，2014-2015 年度にかけて実施中の『開発途上国の女性障害者』３の研究会での成果が

代表的なものであるが，これらはいずれも法制の専門家を中心とした定性的な研究であり，

実際の障害児や女性のデータの定量的な研究はまだ進んでいない。本研究は，すでにそう

したデータが整備されつつある国のデータを用いる，あるいは，それをモデル的に作成す

ることで，こうしたポスト MDGs のあとに出てくる問題に先駆的に答えていこうというも

のなのである。 

 本書の構成は以下のようになっている。まず，冒頭に述べたような三カ国を対象として，

本章に続く第 2 章で，障害統計の重要性が何度も叫ばれている一方で，障害統計に関する

国際規範は，果たして形成されつつあるのかという問題について，(1) 障害統計の整備は

義務化されたか，(2) ワシントン・グループ策定の短縮質問紙セットは国際標準となった

か，(3) 障害女性・障害児に関する障害統計・指標はどのように設定されているかという

問いについて答えようとした。 

続く第 3 章からは，各国の障害女性と障害児の統計の予備的調査をまとめている。フィ

リピンの障害女性と障害児の置かれている経済社会的状況を主として新聞記事から全体の

概況を把握し，彼らの非障害者の同等の集団や障害男性等との格差の原因をデータの面か

ら明らかにしていく調査を今後実施していくことを示した。フィリピンでは，障害女性と

障害児が共に社会的弱者の中の弱者であるという共通点を持つ時，より社会的な抑圧が強

いとされているフィリピン中南部のこれらの人たちのデータを実際の調査によって得るこ
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とで，その実態についてより科学的なデータを数字で得ることができることを同章では，

明らかにしている。 

第 4 章では，同じ東南アジアのインドネシアについて，インドネシアの 2010 年人口セ

ンサスの個票データを用いて、人口センサスと社会経済調査とで質問票の比較・検討を行

い、質問方法の違いにより障害者比率に違いが生じている問題を指摘し，人口センサスを

用いた障害女性と障害児（10 歳以上 15 歳未満）に注目した分析を行っている。さらに同

国の人口センサス・データからは所得・支出といった厚生水準に関する情報が得られない

ため、人口センサスと社会経済調査の併用が必要であることを確認した上で、障害がある

ことによる教育水準や厚生水準への影響について、因果関係を考慮して分析する必要性に

ついて問題提起している。 

 第 5，6 章は，インドについての分析の章である。第 5 章では，国勢調査などのマクロ統

計で示される人口に占める障害者比率「2％」が信頼に足る数字ではないことを傍証によっ

て示している。またインドには障害女性の問題に取り組む活動家は少なくないが、障害女

性の貧困削減に特化して支援する NGO 等の組織は存在しない可能性が高い問題も見出し

ている。さらに、障害者の雇用は CSR の観点からのものを含め、企業の自主性に委ねるだ

けでは大きく進展せず、就労による障害女性の貧困削減はきびしい問題に直面している。

自営を含めた障害者の就労サポートが不可欠であることを予備的な研究結果として述べて

いる。 

 最後の第 6 章は，インドの障害児についての章である。第一に、インドの障害者統計に

はセンサスと全国標本調査があり、両調査での障害の定義は異なるものの、いずれの調査

でも障害者数が過小評価されている点が指摘された。また障害児の教育政策については、

独立以前から障害者を普通学校で教育することを基本としながら、特別支援学校での教育

も認めるという二重のアプローチが掲げられてきたことを示した。次に 2009 年子供の無償

義務教育権利法（RTE 法）の改正法(2012 年)の障害に関する改正点について解説して，障

害児が置かれている状況について分析した。同章の最後では，RTE 法の実際例として，デ

リーの公立校の例を紹介した。 

 以上の６つの章での三カ国の分析からは，まだ中間報告の段階ではあるが，各国の障害

女性と障害児の問題について，公開統計からすぐに障害女性や障害児についての実態が明

らかになるとは限らない困難な状況と，その中でそれぞれ，どのような工夫をして分析へ

の糸口を掴もうとしているかが伺われると思う。今後，さらに 1 年間の研究と議論の深化

を通じて得られた成果を最終報告でまとめていきたい。 
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